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(57)【要約】
純ニオブ板素材から、主として平底円筒絞りなるプレス
加工で、好ましくは上記のプレス加工において、スライ
ドの速度および／またはモーションの制御と、金型の温
度および／または分布・勾配の制御を同時に行うことで
、さらに好ましくは、上記のプレス加工において、ニオ
ブ板素材のフランジ面積、板厚および材質の変化に応じ
て、しわ押え荷重を動的に制御することで、より好まし
くは、上記の純ニオブ板素材のブランクを、異形ブラン
クとすることで、荷電粒子の加速に用いられる超伝導加
速空洞の純ニオブ製エンドグループ部品を製造する。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
荷電粒子の加速に用いられる超伝導加速空洞のエンドグループ部品の製造方法であって、
純ニオブ板素材から、主として平底円筒絞りからなるプレス加工で製造することを特徴と
するエンドグループ部品の製造方法。
【請求項２】
上記プレス加工において、スライドの速度および／またはモーションの制御と、金型の温
度および／または分布・勾配の制御を同時に行うことを特徴とする請求項１に記載のエン
ドグループ部品の製造方法。
【請求項３】
上記プレス加工において、上記純ニオブ板素材のフランジ面積、板厚および材質の変化に
応じて、しわ押え荷重を動的に制御することを特徴とする請求項１または２に記載のエン
ドグループ部品の製造方法。
【請求項４】
上記純ニオブ板素材のブランクを、塑性歪比の実測値と、下記（９）のべき乗仮説式から
決められる非真円異形ブランクとすることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記
載のエンドグループ部品の製造方法。
　　　　　　記
　Ｄθ＝Ｄ０（ｒ４５／ｒθ）Ｊ　・・・（９）
　ここで、Ｄθ：圧延方向から角度θ方向のブランク径
　　　　　Ｄ０：圧延方向から４５°方向のブランク径
　　　　　ｒθ：圧延方向から角度θ方向の塑性歪比ｒ
　　　　　Ｊ：定数（１／１０～１／１３）
【請求項５】
上記プレス加工の潤滑剤として、－５０～＋３００℃間における動粘度の温度変化が±１
０％以内の水溶性固形被膜型潤滑剤を用いることを特徴とする請求項１～４のいずれか１
項に記載のエンドグループ部品の製造方法。
【請求項６】
上記プレス加工後、リストライク加工を施すことを特徴とする請求項１～５のいずれか１
項に記載のエンドグループ部品の製造方法。
【請求項７】
上記プレス加工またはリストライク加工後、トリミング加工、底面突起出し加工およびバ
ーリング加工のいずれか１以上の加工を施すことを特徴とする請求項１～６のいずれか１
項に記載のエンドグループ部品の製造方法。
【請求項８】
上記プレス加工を、スライドの速度および／またはモーションの制御が可能なサーボ機構
と、しわ押え荷重を動的に制御する動的しわ押え制御装置とを備えるプレス機と、
被加工材の温度および／または分布・勾配制御が可能な温度制御装置および金型とを用い
て行うことを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載のエンドグループ部品の製造
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シンクロトロンやリニアック型等の（荷電）粒子の加速に用いられる超伝導
加速空洞の純ニオブ製エンドグループ部品の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　超伝導加速空洞は、高周波電界を利用して（荷電）粒子を光速近傍まで高効率で加速し
、該粒子に衝突現象を生起させるために、特定周波数の高周波で金属製の空洞を共振させ
ることを目的としたものであり、主としてシンクロトロンやリニアック型等の荷電粒子加
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速器に用いられている。
【０００３】
　従来、超伝導加速空洞には、高周波を発生することによる発熱の影響を回避するため、
熱伝導率が大きく、かつ電気抵抗が小さい金属材料（例えば銅）が使用されてきた。しか
しながら、荷電粒子のさらなる高速化への要求に対処するため、加速電界を高められたこ
とに伴い、発熱量の増加が著しく、銅材に依存した“常伝導”の超伝導加速空洞では、粒
子加速性能上、限界があった。そこで、近年、これに替わる“超伝導”加速空洞が提案さ
れるに至り、実用化が進められつつある。
【０００４】
　そして、新たな超伝導加速空洞用の金属としては、次のような理由から、高純度ニオブ
が選択され、その素材製造技術および部品加工技術の開発が行われている。
（１）空洞部品は、超伝導線材とは異なり一種のマッシブな構造体であるため、単体純金
属であることが望ましい。
（２）幾つかの候補金属の中で、ニオブの超伝導転移温度が９．２Ｋ（常圧下）で最も高
い（超伝導状態では、電気抵抗がゼロになり、発熱や熱伝導は問題でなくなる）。
（３）高純度ニオブは、遷移金属に属し、溶融点から極低温までの広範な温度領域におい
て体心立方格子を有し、相変態を生じない安定な材料である。
（４）高純度ニオブは、常温近傍では極めて軟質な材料で、強度が不足するため、加工難
度が高く、また、体心立方結晶格子であるため、低温では加工硬化が激しく、脆性破壊を
生じ易い特性を有するものの、加工が不可能とはいえない。
（５）高純度ニオブは、空気中では酸化被膜が形成され、耐食性および耐酸性を有するた
め、常温でのハンドリングがし易い。
【０００５】
　以上の高純度ニオブの特性のうち、最も重要な特性は超伝導特性である、すなわち、加
速空洞において、単位長さあたりの加速電圧を高く取れる可能性が大きいことである。上
記超伝導性能を左右するのは、ニオブの純度・金属組織（結晶粒径および結晶集合組織）
および表面性状である。
【０００６】
　ここで、ニオブの純度については、複次電子ビーム溶解法によって、ＲＲＲ（Ｒｅｓｉ
ｄｕａｌ　Ｒｅｓｉｓｔｉｖｉｔｙ　Ｒａｔｉｏ）値で３００以上の純度のものが得られ
るようになってきている。
【０００７】
　また、金属組織としては、基本的に、鋳造組織よりも加工・焼鈍後の組織のほうが望ま
しい。その理由は、前者の場合、アスペクト比が大きく粒界傾角が小さい金属組織を呈す
るため、金属学的に安定状態にあるとは言い難く、材料物性および加工性に難がある。こ
れに対して、後者の場合、大傾角粒界からなる再結晶組織のマトリックスを有するため、
金属学的に安定状態にあり、材料物性および加工性にとって有利であるといえるからであ
る。また、加工・焼鈍後の組織は、素材の製造条件によって変化すること、逆にいえば、
ある程度の制御が可能であることも重要な点である。
【０００８】
　また、表面性状については、超伝導加速空洞に生じる電界が極表皮電流によることから
重要となる。そのため、ニオブ加工品の表面には、化学研磨や電解研磨、あるいは、それ
らを組み合わせた処理が施される。
【０００９】
　ところで、超伝導加速空洞は、図１および図２に示すように、「９連空洞」と呼ばれる
センター部分の９つのセルと、エンドグループ部品のＨＯＭ　ｃｕｐ，Ｂｅａｍ　ｐｉｐ
ｅ，Ｐｏｒｔ　ｐｉｐｅ，ＨＯＭ　ａｎｔｅｎｎａ等から構成されている。上記ＨＯＭ　
ｃｕｐは、ＨＯＭ　ａｎｔｅｎｎａと一体に組込まれ、ＨＯＭ　ｃｏｕｐｌｅｒと称され
る。これら部品の目的は、一言でいうと、単位長さあたりの加速電圧を高めて、できるだ
け高エネルギーにおいて粒子衝突を起こさせることである。なお、ＨＯＭとは、高調波モ
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ードのことであり、これはまた、粒子ビーム加速の邪魔をする共振抑制モードのことであ
る。共振抑制モードと良く結合できるものがＨＯＭ　Ｃｏｕｐｌｅｒ（高調波結合器）で
ある。
【００１０】
　上記の超伝導加速空洞のエンドグループ部品のうち、絞り成形を主体としたプレス加工
で製造できそうな部品に、例えば、円筒容器形状をしたＨＯＭ　ｃｕｐやシームレスパイ
プ形状をしたＢｅａｍ　ｐｉｐｅやＰｏｒｔ　ｐｉｐｅ等がある。これらは、開発計画が
進捗中の「国際リニアコライダー」においては、１８０００台以上の「９連空洞」の両エ
ンドに設置される重要部品である。
【００１１】
　しかし、これらエンドグループ部品の製造方法は、現在のところ工業的レベルで確立さ
れていない。その最大の理由は、ニオブのシームレスパイプが製造されていないことから
わかるように、ニオブの加工難度が高いためである。
　なお、超伝導加速空洞のセンター部分については、特許文献１に、スライスしたＮｂ板
素材をプレス加工でハーフカップとし、これを電子ビーム溶接ＥＢＷで接合して製造する
方法が開示されている。しかし、上記プレス加工は、室温での浅絞り法であり、エンドグ
ループ部品の製造に適用できる技術ではない。
【００１２】
　そのため、現在、これら部品の量産を意図した製造方法として、下記の３種類の方法が
検討されている。
（１）ロッド素材から機械切削加工のみで製造する方法（以降、「全機械切削法」ともい
う。）
（２）ロッド素材の後方押出し加工と、機械切削と、熱処理とを組み合わせて製造する方
法（以降、「押出し－機械切削－熱処理法」ともいう。）
（３）板素材から、複数工程のプレス加工と、上記プレス工程間において複数回の熱処理
を施して製造する方法（以降、「複数プレス加工－熱処理法」ともいう。）
【００１３】
　しかし、上記（１）、（２）の製造方法は、加工素材が鋳造組織に近いものであるため
、機械切削に高価なバイトを使用しても、粗大結晶粒に起因する摩擦溶着が生じ易く、バ
イトの寿命が短くなったり、切削に長時間を要したりするため、生産効率が劣り、製造コ
ストが上昇するのを免れない。また、（２）の製造方法では、熱処理を要し、混粒組織と
なり易いという問題もある。さらに、（３）の製造方法は、板素材を用いているが、プレ
ス工程および熱処理を複数回施す必要があるため、生産性の低下や製造コストの上昇を招
くという問題がある。
【００１４】
　発明者は、かつて、室温近傍におけるオーステナイト（γ）系のステンレス鋼等の金属
材料における加工誘起マルテンサイト変態の温度依存性、具体的には、加工過程における
強度および伸び特性の温度依存性に着目し、材料の絞り成形性を向上する「温間加工法」
を開発した。この技術は、端的にいえば、絞り成形過程において、フランジ部位を加温し
て変態による加工硬化を減殺し、フランジ変形抵抗を低減すると同時に、破断危険部位の
ポンチ肩部近傍を冷却して変態による加工硬化を促進せしめ、ポンチ肩部破断抵抗を増大
し、さらに、両者のバランスの適正化を図ることによって、絞り成形性を向上するという
技術思想に基くものである（図３、特許文献２～７および非特許文献１～６参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２０１０－０４０４２３号公報
【特許文献２】特開昭５４－１４２４６２号公報
【特許文献３】特開昭５４－１４２１６８号公報
【特許文献４】特開昭６２－１７６６１７号公報
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【特許文献５】特開平１１－３０９５１８号公報
【特許文献６】特開平１１－３０９５１９号公報
【特許文献７】特開２００３－０８８９２２号公報
【非特許文献】
【００１６】
【非特許文献１】野原清彦、小野寛：「ステンレス鋼における加工誘起変態」塑性と加工
、ｖｏｌ．１８（１９７７）Ｎｏ．２０２，ｐ．９３８
【非特許文献２】野原清彦、小野寛：「ステンレス薄鋼板の温間プレス加工法」川崎製鉄
技報、ｖｏｌ．１７（１９８５）Ｎｏ．３，ｐ．３１５
【非特許文献３】Ｋ．Ｎｏｈａｒａ，Ｙ．Ｗａｔａｎａｂｅ，ａｎｄ　Ｋ．Ｙａｍａｈａ
ｔａ：「Ｗａｒｍ　Ｐｒｅｓｓ　Ｆｏｒｍｉｎｇ　ｏｆ　Ｓｔａｉｎｌｅｓｓ　Ｓｔｅｅ
ｌ　Ｓｈｅｅｔｓ」，Ｐｒｏｃ．１ｓｔ．Ｉｎｔ．Ｃｏｎｆ．ｏｎ　Ｎｅｗ　Ｍａｎｕｆ
ａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｔｅｃｈ．（１９９０）
【非特許文献４】野原清彦：「ステンレス鋼とプレス加工」、プレス技術、４１（２００
３），Ｎｏ．１，ｐ．１８
【非特許文献５】花木香司、加藤健三：「深絞り加工における速度効果」，ＩＳＩＪ（１
９８７），ｐ．７６１
【非特許文献６】氏原新、広瀬洋三：「行程可変しわ押え方法」、塑性と加工、３３（１
９９２），ｐ．３７３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　しかし、純ニオブは、上記オーステナイト系ステンレス鋼のような加工誘起マルテンサ
イト変態が生じないため、上記技術をそのまま本発明に適用することはできない。
【００１８】
　また、ニオブは、希少金属の典型というべき高価格の材料であるので、超伝導特性を維
持しつつ、素材使用量を削減し、コスト低減を計ることができる製造方法、さらには、素
材と加工方法とは切り離し難い関係を有するため、素材特性を考慮した製造方法の確立が
必要とされている。
【００１９】
　本発明は、従来技術が抱える上記問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、（
荷電）粒子の加速に用いられる超伝導加速空洞の純ニオブ製エンドグループ部品のうち、
絞り変形様式が主体となる部品を製造するのに適した、素材特性を考慮した新たな製造方
法を提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　上記課題を解決するために開発した本発明は、（荷電）粒子の加速に用いられる超伝導
加速空洞のエンドグループ部品の製造方法であって、純ニオブ板素材から、主として平底
円筒絞りからなるプレス加工で製造することを特徴とするエンドグループ部品の製造方法
である（第１発明）。
【００２１】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記プレス加工において、スライド
の速度および／またはモーションの制御と、金型の温度および／または分布・勾配の制御
を同時に行うことを特徴とする（第２発明）。
【００２２】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記プレス加工において、上記純ニ
オブ板素材のフランジ面積、板厚および材質の変化に応じて、しわ押え荷重を動的に制御
することを特徴とする（第３発明）。
【００２３】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記純ニオブ板素材のブランクを、
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塑性歪比の実測値と、下記（９）のべき乗仮説式；
　Ｄθ＝Ｄ０（ｒ４５／ｒθ）Ｊ　・・・（９）
　ここで、Ｄθ：圧延方向から角度θ方向のブランク径
　　　　　Ｄ０：圧延方向から４５°方向のブランク径
　　　　　ｒθ：圧延方向から角度θ方向の塑性歪比ｒ
　　　　　Ｊ：定数（１／１０～１／１３）
から決められる非真円異形ブランクとすることを特徴とする（第４発明）。
【００２４】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記プレス加工の潤滑剤として、－
５０～＋３００℃間における動粘度の温度変化が±１０％以内の水溶性固形被膜型潤滑剤
を用いることを特徴とする（第５発明）。
【００２５】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記プレス加工後、リストライク加
工を施すことを特徴とする（第６発明）。
【００２６】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記プレス加工またはリストライク
加工後、トリミング加工、底面突起出し加工およびバーリング加工のいずれか１以上の加
工を施すことを特徴とする（第７発明）。
【００２７】
　また、本発明のエンドグループ部品の製造方法は、上記プレス加工を、スライドの速度
および／またはモーションの制御が可能なサーボ機構と、しわ押え荷重を動的に制御可能
な動的しわ押え制御装置とを備えるプレス機と、被加工材の温度および／または分布・勾
配制御が可能な温度制御装置および金型とを用いて行うことを特徴とする（第８発明）。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、純ニオブ板素材を出発材料とし、機械切削や熱処理等を基本的に使用
することなく、プレス加工のみにて、超伝導加速空洞のエンドグループ部品を製造するこ
とができるので、高価な純ニオブ素材の使用量を削減し、材料コストの大幅な低減を図る
ことができる。さらに、本発明によれば、加工工数を削減し、製造工程を簡略化し、かつ
、製造時間の短縮が図れるので、量産化が可能となるとともに、製造コストの大幅な低減
が期待できる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】超伝導加速空洞ユニットの外観写真である。
【図２】超伝導加速空洞ユニットのエンドグループ部品の外観写真である。
【図３】温間加工法の基本現象である、オーステナイト系ステンレス鋼の単軸引張試験に
おける加工誘起マルテンサイト量および引張特性の温度依存性を示すグラフである。
【図４】加工温度によるフランジ変形抵抗およびポンチ肩部近傍破断抵抗の変化で決まる
限界絞りの向上度を、オーステナイト系ステンレス鋼と純ニオブとで比較して示した図で
ある。
【図５】スライド停止時間が被加工材の円筒側壁部の温度／分布・勾配に及ぼす影響を定
性的に説明する図である。
【図６】真円ブランクと本発明の非真円ブランクとを比較して示した図である。
【図７】使用可能高さに及ぼす加工法、ブランク形状・寸法の影響を定性的に説明する図
である。
【図８】超伝導加速空洞のエンドグループ部品の１つであるＨＯＭ　ｃｕｐの設計図面で
ある。
【図９】本発明のプレス加工に用いるサーボプレス機および温度制御装置の外観写真であ
る。
【図１０】同一絞り比における平底円筒絞りの破断危険部位であるポンチ肩部近傍の表面
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変形性状に及ぼす加工法の影響を示す写真である。
【図１１】加工法が成形品の成形高さ、耳の発生状況に及ぼす影響を示す写真である。
【図１２】加工温度、しわ押え圧、ブランク形状・寸法が、フランジ部荷重Ｆｄおよびポ
ンチ肩部荷重Ｆｐに及ぼす影響、即ち、絞り性に及ぼす影響を定性的に説明する図である
。
【図１３】ブランク形状が絞り成形品の耳の発生状況に及ぼす影響を示す写真である。
【図１４】円ブランクの絞り成形品に発生した遅れ破壊の写真である。
【図１５】リストライク加工後の真円度および円筒度の測定結果を示す図である。
【図１６】二次加工で、底面肉寄せ突起出し加工を行った結果を示す図である。
【図１７】二次加工で、偏芯穴あけとバーリング加工を行った結果を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　先述したように、本発明において解決すべき課題の第一は、超伝導加速空洞エンドグル
ープの中核をなす絞り成形主体の部品を製造する方法として、従来の、ロッド素材から機
械切削加工する方法（全機械切削法）や、ロッド素材の後方押出し加工と機械切削加工と
熱処理を組み合わせた加工法（押出し－機械切削－熱処理法）、あるいは、板材への複数
回のプレス加工と複数回の熱処理を組み合わせた加工法（複数プレス加工－熱処理法）に
替わる新たな加工法を提案することである。上記課題を解決するために開発した本発明の
第１発明は、純ニオブ板素材から、主として平底円筒絞りからなるプレス加工で、円筒形
状のエンドグループ部品を製造する方法である。
【００３１】
　また、上記第１発明を実現するための基本的な技術思想は、上記第１発明のプレス加工
において、スライドの速度および／またはモーションの制御と、金型の温度および／また
は分布・勾配の制御を同時に行うことにある（第２発明）。なお、以降、上記スライドの
速度および／またはモーションの制御を「速度／モーション制御」、金型の温度および／
または分布・勾配の制御を「温度／分布・勾配制御」とも称する。
　以下、この第２発明について説明する。
【００３２】
　先述したように、オーステナイト系ステンレス鋼等、深絞り成形が難しい材料を加工す
る方法の一つに、絞り成形において、フランジ部位を加温して加工誘起マルテンサイト変
態による加工硬化を減殺してフランジ変形抵抗を低減すると同時に、破断危険部位のポン
チ肩部近傍を冷却して加工誘起マルテンサイト変態による加工硬化を促進せしめることに
よって、絞り成形性を向上する温間加工法がある。しかし、純ニオブに関しては、加工誘
起マルテンサイト変態が生じないため、上記技術をそのまま本発明に適用することはでき
ない。
【００３３】
　一般に、室温（ＲＴ）における被加工材の絞り性は、下記（１）式で定義される限界絞
り比ＬＤＲで評価する。
　［ＬＤＲ］≡（Ｄ０／Ｄｐ）ｍａ×　・・・（１）
　（ただし、Ｄ０：円ブランク径，Ｄｐ：ポンチ径）
　なお、平頭ポンチの場合は、下記（２）式で表わされる。
　［ＬＤＲ］＝｛√（１＋Ｒ）／２｝・｛（１＋Ｒ）／√（１＋２Ｒ）｝ｎ　・・・（２
）
　ここに、Ｒは下記（３）式； 
　Ｒ＝（ｒ０＋ｒ９０＋２ｒ４５）／４）　・・・（３）
　（ただし、０，４５，９０は圧延方向を０とした角度θ）
で求められる塑性歪比ｒ値の平均値であり、上記ｒ値は、下記式で定義される。
　ｒ≡εｗ／εｔ

（ε：真歪ε＝ｌｎ（１＋λ）、λ：慣用歪、ｗ，ｔ：単軸引張試験片の幅と厚み）
　また、ｎは、加工硬化指数であり、下記σ－εべき乗関係式の指数である。
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　σ＝Ｃεｎ　・・・（４）
　（ただし、σ：真応力（＝ｓ（１＋λ）、ｓ：慣用応力、Ｃ：定数）
【００３４】
　他方、純ニオブのごとき単一相からなる多結晶金属材料の加工変形時の真応力σは、上
記（４）式に従うと同時に、以下のように、変形温度Ｔと歪速度（ｄε／ｄｔ）（ただし
、ここのｔは時間である）に依存する。
　ｌｎσ＝Ａ＋（Ｑ／ｋＴ）　・・・（５）
　σ＝Ｋ（ｄε／ｄｔ）ｍ　・・・（６）
　ここに、Ａ，Ｋおよびｍは定数、Ｑは活性化エネルギー、ｋはボルツマン定数である。
　発明者らは、純ニオブの加工変形挙動を調べたところ（４），（５），（６）式が、現
に成り立つことを確認している。
【００３５】
　そこで、純ニオブ材は、オーステナイト系ステンレス鋼とは、変形機構が相違するため
、軽微な効果しか得られないかもしれないが、室温における絞り成形よりも加工性を向上
する手段として温間加工法の応用を検討した。そして、両材料の板素材を、プレス加工で
平底円筒絞り成形を行うに際して、フランジ部温度Ｔｄ：１００℃、ポンチ肩部温度Ｔｐ

：５℃とする温間加工法を適用した実験結果を、わかりやすく定性的に示したものが図４
であり、絞り比［ＤＲ］≡Ｄ０／Ｄｐを横軸にとり、フランジ部荷重Ｆｄおよびポンチ肩
部荷重Ｆｐを縦軸にとって、フランジ部温度Ｔｄおよびポンチ肩部温度Ｔｐをパラメータ
ーとして示したものである。
【００３６】
　図４から、定性的傾向としては、温間加工には、純ニオブ材においても、オーステナイ
ト系ステンレス鋼の変態誘起塑性に類似した効果があることがわかる。しかし、エンドグ
ループ部品を、主として平底円筒絞りなるプレス加工で製造するという本発明の目的を達
成するためには、従来の温間加工法だけでは不十分である。
【００３７】
　なお、上記絞り成形における破断危険部位として、ポンチ肩部近傍を重視しているのは
、この部位が円筒絞り成形に際して、平面歪変形領域になることから、破断が生じやすい
部分となるからである。このことは、成形限界線図（歪比（εｙ／εｘ）が一定で進行す
る単純変形経路で破断に至った点を結んでグラフ化したもの）からも、一般的にいえるこ
とである。
【００３８】
　また、この平面歪変形状態における臨界破断応力σｃｒは、下記（７）式で表される。
これから、絞り成形性に及ぼす素材のｒ値の影響が大きく、ｒ値の小さい純ニオブ材の加
工難度が高いことが示唆される。
　σｃｒ＝（２／√３）１＋ｎ・［｛（１＋Ｒ）／２｝／｛√１＋２Ｒ／３｝］１＋ｎ・
σｕ（ｔ０／ｔ）　・・・（７）
　（σｕは引張最大真応力，ｔ０およびｔはそれぞれ加工前後の板厚）
【００３９】
　そこで、発明者らは、温間加工法をよりどころとするが、純ニオブ材の加工性にとって
不都合な特性である、軟質で低強度、低加工硬化性、低ｒ値およびｒ値の面内異方性が大
きいこと等を踏まえ、大幅な加工性の向上を目指して鋭意研究を重ねた。
【００４０】
　その結果、純ニオブ板素材の温度については、純ニオブ材の塑性変形による強度変化が
小さいことを確認するとともに、１００℃≦Ｔｄ≦２００℃、－５０℃≦Ｔｐ≦０℃とし
、かつ、１００℃≦ΔＴ≡Ｔｄ－Ｔｐ≦２００℃の各条件を同時に満たすことが必要十分
条件であるという結論を得た。なお、加熱温度が２００℃を超えると、ニオブの表面酸化
が懸念され、また－５０℃を下回ると、固形被膜型の潤滑剤の性能が劣化する。また、Δ
Ｔが上記範囲を外れると、被加工材のフランジ変形応力とポンチ肩部破断抵抗のバランス
が崩れ、加工性が低下する。
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【００４１】
　次いで、第２発明におけるスライドの「速度／モーション制御」を、上記の「温度／分
布・勾配制御」と同時に実施した結果、両者の融合を図ることが、上記本発明の目標達成
に極めて重要であることを知見した。この場合、二つの効果があり、「速度／モーション
制御」のスライド停止により、被加工材のフランジ部からポンチ肩部近傍までの温度／分
布・勾配が適正化されるという効果と、「速度／モーション制御」の加工速度の高速化に
より、動摩擦の低下と、（６）式のσ、つまり（７）式のσｕを介して臨界破断応力σｃ

ｒの増大をもたらすという効果の観点である。
【００４２】
　一番目の効果については、図５の定性図が理解を容易にする。即ち、ブランクの位置決
め時には、ブランクは室温の状態にあるが、スライドの低速移動でポンチおよびダイスが
ブランクに接触し、適宜の浅絞り状態時にスライドを停止することによって、フランジか
らポンチ肩部までの温度／分布・勾配が、停止時間ｔｆの間の熱伝導により図示のように
絞り加工にとって適正状態になる。そして、二番目の視点である加工速度の高速化の効果
は、上述のごとく、適正温度／分布・勾配状態にした後、直ちに高速加工状態にして加工
を短時間で完了し、絞り抜くことを可能にすることである。その理由は、ポンチ肩部近傍
応力が増大すること、フランジ部の動摩擦係数が減少すること、そして、フランジ部の好
ましくない応力の増加は、後述するしわ押え荷重の動的制御によって緩和すること等の総
合的な効果によるものである。
【００４３】
　なお、上記速度／モーション制御と温度／分布・勾配制御を組み合わせることによりプ
レス加工性（絞り成形性）を大幅に向上した本発明のプレス加工方法を、従来の室温加工
法や温間加工法等と対比して、以降、「融合プレス加工法」と称する。
【００４４】
　次に、第３発明、すなわち、上記融合プレス加工法において、純ニオブ板素材のフラン
ジ面積、板厚および材質の変化に応じて、しわ押え荷重を動的に制御する加工法について
説明する。
　周知のごとく、しわ押え荷重は、プレス加工におけるしわを防止するため、材料が破壊
を生じない範囲に設定し、加工終了（絞り抜け）まで、当初負荷した一定荷重に保持する
のが普通である。そうした中で、絞りの進行に伴うフランジ面積の変化や、素材板厚の変
化、成形荷重の変化を考慮しながら、加工行程中にしわ押え力を動的に変化する「可変し
わ押え方式」が提案されている。この方法は、素材のｒ値とその異方性による微視的な方
位変動と、力学的な縮みフランジ変形による巨視的な板厚の増大という、いずれも、絞り
性を阻害する要因を緩和する効果があるので、絞り性の向上が期待される。
【００４５】
　前述した本発明の第２発明は、意識的な加工速度と加工温度分布の融合により、特に加
工過程の途中で高速化して平面歪臨界破断応力σｃｒを高めることによって、加工性の向
上を意図するものである（（６）、（７）式）が、本発明の第３発明は、上記加工速度増
大による材料硬化効果に加えてさらに、フランジの変形抵抗の変化（加工速度の高速化に
よる潤滑状態の変化に加えて、フランジの面積変化、材料の板厚変化、材質硬化等に依存
）を考慮する。すなわち、しわ押え荷重（応力）の低減効果と、速度増大効果の双方を考
慮したフランジ変形抵抗応力σｄの平面歪臨界破断応力σｃｒに対するバランスを考慮す
る。従って、本発明の第３発明は、適正なある温度／分布・勾配をもった被加工材の成形
を、しわ押え荷重に関し、加工工程中のフランジ面積、材料板厚、材料硬化の３点（詳し
くは、温度制御を加えて４点）からフランジの変形抵抗の制御を行うものであり、これを
新たに「動的しわ押え荷重制御」と称する。
【００４６】
　上述したように、本発明の第３発明の加工方法では、加工速度の高速化と同時に、フラ
ンジ変形抵抗応力σｄを低減するが、その条件は、被加工材に適正な温度／分布・勾配を
付与した後、加工速度をＮ倍に上げる場合には、上記σｄを１０／Ｎ倍程度に低減するの
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が好ましい。また、そのためには、加工速度の高速化は１０倍超えとする必要がある。好
ましくは２０倍以上、より好ましくは３０倍以上である。ここで、上記加工速度の高速化
におけるＮ倍とは、従来の油圧プレス加工（油圧制御により低速化し、難加工材にある程
度対処している）の一般的な速度（約５ｍｍ／ｓｅｃ）に対する速度の倍率と定義する。
これは、温度制御とともに高速化による絞り成形性の向上と生産性・コスト低減を狙いと
している。
【００４７】
　次に、上述した本発明の融合プレス加工法による成形性の改善に続いて、第４発明の異
方性を改善した加工法について説明する。
　発明者らの調査・研究によれば、異方性の改善が、成形性の向上にも寄与することが明
らかとなっている。絞り成形における異方性は、主として素材の面内異方性に起因する。
素材の面内異方性を表わす定量値としては、既述のｒ値の平均値Ｒおよび下記（８）式で
表される面内異方性の大きさ｜Δｒ｜がある。
　｜Δｒ｜≡｜｛（ｒ０＋ｒ９０）／２｝－ｒ４５｜　・・・（８）
【００４８】
　ニオブの結晶格子は、ＳＰＣ等の普通鋼材と同じ体心立方格子（ＢＣＣ）である。しか
し、ニオブは、絞り成形性への関与が大きい塑性歪比ｒ値、および、その平均値Ｒが小さ
い反面、面内異方性の大きさ｜Δｒ｜が大きいという特徴がある。このことは、ニオブ材
の絞り性が劣ること、加工後の成形体の異方性が大きい、すなわち、円筒縁部の凹凸（こ
れを、一般に「耳」という）が大きいことを示唆する。耳が大きいことは、凸耳高さが同
じであっても、凹耳高さが低い、すなわち、有効に使用できる絞り高さが小さいことを意
味する。
【００４９】
　たとえば、普通鋼板ＳＰＣの場合、Ｒ≒２．０，Δｒ≒０．５程度であるのに対して、
純ニオブ材の場合は、Ｒ≒１．０，Δｒ≒１．０程度で、それぞれ１／２，２倍程度と、
大きな違いがある。したがって、純ニオブ材は、絞り性および面内異方性の面から見れば
、一般的な普通鋼薄板より大きく劣り、加工難易度の高い材料（難加工材）であるといえ
る。これは、純ニオブ材の製造条件にも起因する結晶集合組織に関連すると考えられるが
、本発明では、素材そのものの物性の改善には関知せず、即ち、現状の素材の物性を前提
とし、新たなプレス加工方法を開発することによって、成形性と異方性を改善することを
主眼としている。
【００５０】
　絞り成形における異方性対策として既知のものに、「しわ押え分割方式」がある。これ
は、しわ押え板を分割して、フランジ各部位のしわ押え力を独立して制御するものであり
、面内異方性が大きくて、一体のしわ押え板では、しわ押え圧力が不均一になる場合の対
応策である。しかしながら、しわ押え力の不均一をもたらすｒ値の、圧延方向からの角度
θ依存性は、連続的かつ微妙に変化することから、しわ押さえ板を適正に分割して制御す
るのは難しい。特に、同一チャージで製造された材料でも、各材料間でｒ値－θ関係が微
妙に異なるのが普通であるので、上記しわ押え分割方式を量産化に適用するには、多大な
手間とコストがかかることになる。
【００５１】
　そこで、超伝導加速空洞のエンドグループ部品の円筒絞り部品における、異方性に起因
した耳の大きさを軽減する対策として開発したのが、本発明の第４発明で提案する「異形
ブランク（円筒絞りの場合、非真円ブランク）」である。
　通常、円筒絞りのブランク（素板）には、真円形状のものが用いられる。素材が等方性
であれば、耳の問題は生じないからである。しかし、現実の純ニオブ材の塑性歪比ｒ値に
は、普通鋼板と比較して、強い圧延方向からの方向（θ）依存性があり、面内異方性が大
きい。面内異方性を有する素材を絞り成形した場合には、ｒ値の大きい方向では板厚の変
化が小さく、小さい方向では大きい。そのため、円筒絞りの場合には、円周方向と板厚方
向に縮みフランジ変形が、半径方向では伸びフランジ変形が生じるため、ｒ値が大きい方
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向では板厚増加が起こり、材料が半径方向に逃げて凸耳となり、逆に、ｒ値が小さい方向
では板厚増加が小さいので、材料が半径方向に逃げる量が少なく凹耳となる。
【００５２】
　したがって、斯かる変形を予め考慮に入れて、円ブランクを異形化すれば、成形後の耳
の発生を低減できると考えられる。そこで、本発明では、純ニオブ板素材のブランクを、
塑性歪比の実測値と、下記（９）式のべき乗仮説式；
　Ｄθ＝Ｄ０（ｒ４５／ｒθ）Ｊ　・・・（９）
　ここで、Ｄθ：圧延方向から角度θ方向のブランク径
　　　　　Ｄ０：圧延方向から４５°方向のブランク径
　　　　　ｒθ：圧延方向から角度θ方向の塑性歪比ｒ
　　　　　Ｊ：定数
から決められる形状・寸法の異形ブランクとする。
【００５３】
　ここで、上記（９）式は、先述した異方性による耳発生のメカニズムから、圧延方向か
ら角度θ方向のブランク径Ｄθは、基準となる圧延方向からの角度θが４５°方向のｒ値
（ｒ４５）と、任意のθ方向のｒ値（ｒθ）の比のべき乗で示されると考えたことに基づ
くものである。
　また、上記定数Ｊは、被加工材が有する異方性によって定まる定数であり、被加工材の
種類や製造履歴等によって変動するが、純ニオブ板素材の場合、一般に、１／１０～１／
１３の範囲内にある。なお、後述するように、本発明の実施例に用いた純ニオブ板素材で
は、凸耳高さと凹耳高さの差ΔＥ≒０になる定数Ｊは（１／１１．５）である。
【００５４】
　以下に、上記異形ブランクの形状・寸法を求める方法について一例を示す。
・ステップ１：素材ごとまたは素材ロットごとに、ｒθ（圧延方向を０°として、それか
ら角度θをなす方向のｒ値）を、例えば１５°おきに実測する（ｒ値の測定方法は、ＪＩ
Ｓ　Ｚ２２５４に記載の方法を用いることができる。）。
・ステップ２：上記ｒ値の信頼性を検証（再現性の確認や、θ間隔の適正化等）した上で
、最小二乗法の適用によるデータの確認後、３次Ｂスプライン補間法によってθ－ｒθ関
係を規定する。
・ステップ３：ニオブは、体心立方金属であることから、ｒ４５が最小値となるので、円
ブランク径Ｄ０＝Ｄ４５となるよう基準決めを行い、θ方向のブランク径Ｄθを求めるた
め、前述した（９）式（べき乗仮説式）を導入し、上記Ｊ値とｒθの実測値から、異形ブ
ランクの形状・寸法を算出する（上述のように、θ＝４５°のときのＤθ＝Ｄ０を基準と
する）。
【００５５】
　このようにして求めた異形ブランクの例を、従来の真円ブランクとともに図６に示す。
このような異形ブランクからの絞り成形においては、真円ブランクにおける「四つ耳」が
分断・等方化するとともに、特にフランジ変形抵抗応力σｄの周方向均一化により、成形
性も向上する。さらに、引張残留応力とノッチ効果のために、深絞り品の口縁部で起こり
やすい遅れ破壊の回避にも有効である。
【００５６】
　図７は、ブランク形状・寸法が、平底円筒絞り成形における凹耳部の成形高さ、すなわ
ち、有効に使用可能な成形高さ（使用可能高さ）に及ぼす影響を、本発明のプレス加工法
と従来の室温加工法とを対比し、超伝導加速空洞のエンドグループ部品のＨＯＭ　ｃｕｐ
やビームパイプを得るために必要な目標成形高さ領域等とともに、示したものである。な
お、上記２つの加工法は、いずれも単一工程のプレス加工によるものである。
【００５７】
　この図から、従来の室温加工法では、ＨＯＭ　ｃｕｐやＢｅａｍ　ｐｉｐｅを得るため
に必要な目標成形高さを得ることは全く不可能である。また、速度／モーション制御、温
度／分布・勾配制御および動的しわ押え荷重制御を行う本発明の第３発明に係るプレス加
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工方法を用いた場合には、円ブランクにおいても著しい成形性の向上が認められるものの
、純ニオブ材の低ｒ値と大きな異方性に起因して、凹耳部の成形高さが僅かに目標成形高
さに届いていない。これに対して、ｒ値の実測値と（９）式のべき乗仮説式から求めた異
形ブランクを適用した第４発明のプレス加工法を用いた場合には、異方性問題に対して十
分な効果が得られ、熱処理等の処理を必要とすることなく、目標成形高さを達成できてい
ることがわかる。
【００５８】
　なお、本発明における上述した融合プレス加工法においては、潤滑剤として、－５０～
＋３００℃間における動粘度の温度変化が±１０％以内の水溶性固形被膜型潤滑剤を用い
ることが好ましい（第５発明）。ここで、温度範囲を－５０～＋３００℃の範囲とした理
由は、本発明の融合プレス加工法においては、上記温度範囲で金型温度を制御するからで
ある。上記水溶性乾燥固体被膜潤滑剤としては、例えば、特許文献１に開示の潤滑剤は、
４０℃における動粘度が１．８３ｍｍ２／ｓｅｃで、室温～８００℃近傍まで、上記動粘
度が殆ど変化しないので、好ましく用いることができる。なお、テフロン等の有機化合物
薄体も広い温度範囲で良好な潤滑性能を示す潤滑物質であるが、価格面とハンドリング面
に難がある。
【００５９】
　以上、超伝導加速空洞のエンドグループ部品のプレス加工法（絞り成形）法について説
明してきたが、上記成形品を最終製品とするためには、上記成形品が所定の使用可能高さ
を有することに加えて、形状凍結性および寸法精度（板厚精度、内径精度、真円度、円筒
度等）が所定の範囲内であることが必要である。
　そこで、本発明における第６発明は、上記融合プレス加工を施した成形体に、形状・寸
法精度の観点から、リストライク加工を施す。なお、プレス加工後、リストライク加工を
施すことは、従来から一般に行われているが、本発明のプレス加工法による絞り成形体は
、歪の均一化と転位密度の低下によって、リストライクや二次加工における変形の余裕度
が著しく増加した状態にあることが特徴である。
【００６０】
　そこで、本発明の融合プレス加工法で得たエンドグループ部品に対して、室温で５ｍｍ
／ｓｅｃの速度でリストライク加工を施したところ、形状・寸法精度とも設計上の許容範
囲内に収めることができた。
　具体的には、図８は、超伝導加速空洞のエンドグループ部品の一つであるＨＯＭ　ｃｕ
ｐの設計図であり、成形体全体の板厚は２．５±０．５ｍｍ、内径精度は４２±０．１ｍ
ｍ、真円度は０．２ｍｍ、円筒度は０．１ｍｍと規定されている。この基準は、単一工程
のプレス加工で深絞り成形する本発明の融合プレス加工には、従来の複数プレス加工－熱
処理法等と比較して、形状凍結性に難があることが懸念された。しかし、本発明にプレス
加工品は、リストライク加工によって、すべて公差内に収めることができた。これは、主
として、金型の温度／分布・勾配制御がプラスに作用したものと解釈している。つまり、
材料変形の観点から考えると、金型の温度／分布・勾配制御によって、被加工材の温度分
布および温度勾配を適正化した本発明の成形品は、比較的均一な歪状態にあり、その後の
加工に対する変形余裕度が残されているため、良好な形状・寸法精度が得られたものと推
察している。
【００６１】
　次に、本発明の第７発明は、前述したプレス加工後またはリストライク加工後、トリミ
ング加工、平底底面中央部の突起出し加工およびバーリング加工のいずれか１以上の二次
加工を施す加工方法である。なお、本発明においては、前述したプレス加工またはその後
のリストライク加工までを「一次加工」といい、その加工品を「一次加工品」ということ
とする。
　本発明が加工対象とする図８に示したＨＯＭ　ｃｕｐの場合、リストライク後の一次加
工品に、二次加工として、平底底面中央部の突起出し加工、および、偏芯穴あけとバーリ
ング加工を施すことが必要である。
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【００６２】
　この点においても、従来の全機械切削法や、押出し－機械切削－熱処理法、複数プレス
加工－熱処理法等で製造した加工品と比較すると、本発明の一次加工品の歪状態は、二次
加工にとって厳しいことが予想された。しかし、本発明の方法でプレス加工後、リストラ
イク加工を施した一次加工品に、上記の二次加工を施したところ、熱処理等の特別の処理
を施すことなく、図８の図面で指定された最終製品の形状・寸法に加工することができた
。この理由は、本発明の一次加工品における絞り抜け時の被加工材の温度状態（図５を参
照）を考えると、側壁部分は室温以上の温度／分布・勾配で加工がなされていること、底
面中央部付近は低温加工されているが、応力、歪状態が比較的軽度であり、素材が元来軟
質であることから、本発明の一次加工品には、変形の余裕度がかなり残されているためと
推察している。
【００６３】
　次に、本発明の第８発明について説明する。
　上記に説明した本発明の融合プレス加工を実施するためには、主として単一工程の絞り
成形からなるプレス加工を、スライドの速度および／またはモーションの制御が可能なサ
ーボ機構と、金型の温度／分布・勾配制御が可能な温度制御装置（加熱および冷却の２系
統）を備えたプレス機を用いて行うことが必要である。一例として、上記サーボプレス機
の外観を図９に示す。
　さらに、上記サーボプレス機は、上記のサーボ機構や温度制御装置に加えて、しわ押え
荷重の動的制御が可能なサーボダイクッション装置や金型を備えたものであることが好ま
しい。なお、サーボプレス機がない場合には、サーボ機構を付設すればよい。
【００６４】
　以上説明したように、本発明の融合プレス加工法によれば、従来、純ニオブ材が難加工
材であるがために、全機械切削法や、押出し－機械切削－熱処理法あるいは複数プレス加
工－熱処理法等で製造していた超伝導加速器のエンドグループ部品を、純ニオブ板素材か
ら、主として絞り成形からなる単一工程のプレス加工で製造することが可能となる。
【００６５】
　さらに、上記プレス加工後に行うリストライク加工や、さらにその後に行う偏芯穴あけ
やトリミング加工、バーリング加工、底面突起出し加工等の二次加工についても、従来の
機械切削や溶接等によらずに加工することができる。本発明のプレス加工品が、リストラ
イク性や二次加工性にも優れる理由は、プレス加工後の変形組織や変形状態が均一である
ことによるものである。
【００６６】
　したがって、本発明によれば、純ニオブ板素材を出発材料とし、終始一貫してプレス加
工で、超伝導加速空洞のエンドグループ部品を製造することができる。その主な工程をま
とめて示すと、「プレス加工による深絞り成形」　→　「形状寸法精度出しのためのリス
トライク加工」（以上、「一次加工」）　→　「二次加工」のようになる。
　なお、上記説明では、超伝導加速空洞エンドグループ部品のうちのＨＯＭ　ｃｕｐの製
造方法について述べてきたが、本発明の加工方法は、Ｂｅａｍ　ｐｉｐｅやＰｏｒｔ　ｐ
ｉｐｅへの適用も十分に可能である。
【実施例１】
【００６７】
　超伝導加速空洞のエンドグループ部品の一次加工に、本発明の融合プレス加工法を適用
した実施例について説明する。
　図１０は、図９に示したサーボプレス機を用いて（以降、同様）、板厚２．８ｍｍの純
ニオブ材で、Ｄ０：７６ｍｍの円形ブランクを、Ｄｐ：４２ｍｍの平底円筒ポンチで絞り
成形した結果を示したものであり、図１０（ａ）は、室温で加工速度Ｖ：５ｍｍ／ｍｉｎ
にて成形した結果、ポンチ肩部近傍部にネッキングが生じて破断寸前の状態にあり、この
後、数ｍｍ足らずのストロークの進行により破断した加工例である。また、図１０（ｂ）
は、上記と同じ円形ブランクの純ニオブ材を、Ｔｄ：１２０℃，Ｔｐ：－２０℃に温度制
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御し、ポンチが被加工材に接触後、さらに、加工速度Ｖ：５ｍｍ／ｓｅｃで約１０ｍｍ（
以降、この加工量を「ｈ」とする）加工し、被加工材の温度分布と温度勾配を適正化する
ために５ｓｅｃ間ストロークを停止し（以降、この停止時間を「ｔ」と表す）、その後、
Ｖ：５ｍｍ／ｍｉｎで成形を進め、上記室温での絞り成形と同じ絞り高さのところで加工
を停止した加工例である。この例では、ポンチ肩部近傍には、ネッキングは全く生じてお
らず、その後のストロークの進行により絞り抜けた（凹耳の絞り高さは２７ｍｍ）。この
結果から、室温かつ一定速度で加工する従来の加工法と、金型の温度／分布・勾配制御と
スライドの速度／モーション制御を行う本発明の融合プレス加工法とでは、加工性に明確
な差が認められる。
【００６８】
　また、図１１（ａ）は、板厚２．８ｍｍの純ニオブ材で、種々の径の円形ブランクを、
Ｄｐ：４２ｍｍの平底円筒ポンチを用いて、室温で加工速度Ｖ：５ｍｍ／ｓｅｃで絞り成
形したときの、絞り抜け限界品（Ｄ０：７５ｍｍ）を示したものである。また、図１１（
ｂ）は、板厚２．８ｍｍの純ニオブ材で、Ｄ０：１００ｍｍの円ブランクを、Ｄｐ：４２
ｍｍの平底円筒ポンチを用いて、Ｔｄ：１２０℃，Ｔｐ：－２０℃に温度制御した条件で
、ｈ：１０ｍｍまでＶ：５ｍｍ／ｓｅｃで加工した後、ｔ：５ｓｅｃ間停止し（Ｖ：０）
、その後、Ｖ：１００ｍｍ／ｓｅｃ、しわ押え応力をそれまでの約１／４に低減して、す
なわち、高速化によるフランジの変形応力σｄの増加を、高速化による動摩擦係数の低下
と、しわ押え力（応力）の低減によって抑制し、高速化によるポンチ肩部の破断応力σｆ

の増大効果を生かして、σｄとσｆのバランスを適正化して、絞り抜いた本発明の融合プ
レス加工品の例である。また、図１１（ｃ）は、図１１（ｂ）と基本的に同じ条件である
が、ブランクを、Ｄ４５：１１０ｍｍかつＤθ＝Ｄ０（ｒ４５／ｒθ）Ｊ（Ｊ：１／１１
．５、Ｄ０：１１０ｍｍ）の異形ブランクとした本発明の融合プレス加工品の例である。
【００６９】
　上記図１１（ａ）～図１１（ｃ）に示した３つの加工例における有効に使用可能な凹耳
部の成形高さ（使用可能高さ）について、室温加工品である図１１（ａ）を基準にしてみ
ると、室温加工品と本発明の融合プレス加工品とでは、ブランク形状が円形、異形を問わ
ずに大きな差があり、後者の方が格段に優れている。加えて、耳の大きさや凹耳成形高さ
は、ブランクの形状・寸法によっても大きく変化し、異形ブランクの方が優れている。
【００７０】
　ここで、プレス加工における各要因の成形性に及ぼす効果を半定量的にまとめたのが図
１２である。この図から、純ニオブ材では、温間加工法として知られているＴｄおよびＴ

ｐの温度制御によっても、図７にも示したようにある程度の効果が認められるが、それの
みではエンドグループ部品のプレス加工による製造は不可能であり、さらに、サーボ機構
を用いたスライドの速度／モーション制御による被加工材の温度分布と温度勾配の適正化
が必要である。また、加工速度自体の高速化や、それに連動したフランジ変形抵抗の増大
を動的しわ押え荷重の低減によって緩和することも重要である。さらに上記に加えて、凹
耳部の成形高さの向上や、異方性低減、絞り性向上を可能にするためには、面内異方性を
考慮し、塑性歪比の方位依存性に基づくべき乗仮説式を用いたブランク形状の適正化、具
体的には、本発明の加工対象は平底円筒であり、そのブランクには、通常、円形を使用す
るので、非真円異形ブランク化することが有効であることがわかる。これを本発明では、
単に異形化（異形ブランク）と称する。
【実施例２】
【００７１】
　純ニオブ板素材の面内異方性とブランク形状・寸法が、絞り成形性に及ぼす影響を調査
した実施例について説明する。
　図１３に示した３個の平底円筒状の絞り成形品は、絞り高さが同じであるにも拘らず、
口縁部の凹凸状況、即ち、耳の大きさが異なっている。これらはいずれも、ブランク形状
・寸法を除いて、実施例１の図１１（ｃ）と同じ、本発明の融合プレス加工法で絞り成形
したものである。ただし、前述した（９）式におけるパラメーターＪについては、図１３
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（ａ）のブランクはＪ：０（真円）、図１３（ｂ）はＪ：１／６、図１３（ｃ）はＪ：１
／１１．５とした（ただし、Ｄ４５＝Ｄ０はすべて同じ）。
　上記の図１３の結果と、Ｊ値をもう少し細かく変化して別途行った実験結果と合わせて
みると、凸耳と凹耳の高さの差（ΔＥ）とＪとの間には、下に凸の負の相関が認められ、
耳が等方性に最も近くなる、即ち、ΔＥ≒０となるのは、Ｊ：１／１１．５のときであっ
た。そこで、以降の実施例の本発明例に用いるブランクは、原則として、このＪ値を用い
て求めた異形ブランクとした。
　面内異方性を支配するｒ値は、材料の結晶集合組織によって決まり、圧延方向に対する
角度θに依存して変化する。そのため、巨視的な絞り成形の場合、フランジの円周方向、
板厚方向、半径方向におけるそれぞれの変形状態は、ブランク内の位置によって変化し、
その程度がブランク形状寸法に依存するということである。
【００７２】
　また、図１４は、図１３（ａ）と同様、真円ブランクを深絞り成形したことによって大
きな四つ耳を発生した平底円筒成形体の凹耳部に、加工から数日後、遅れ破壊（置割れ、
縦割れ）が発生した加工品を示したものである。
　上記凹部分は、圧延方向からθ：４５°方向に相当し、半径方向の引張歪が小さく、凸
部に比べて引張残留応力が大きいことと、形状的なノッチ効果が作用して亀裂発生に至っ
たものと考えている。したがって、純ニオブ材の成形にあたっては、遅れ破壊を防止する
ためにも異方性に起因した耳の発生を抑制することが重要であり、そのためには、ｒ値の
分布を考慮した異形ブランクを採用することが好ましい。
【００７３】
　上記の実施例から、異形ブランクを使用することによる効果には、以下の点にあるとい
える。
（１）耳の低減（等方化）による円筒絞り成形品の使用可能高さが向上する。
（２）同じ面積の円ブランクに比べて絞り性が向上する（図７参照）。
（３）所定の使用可能高さを得るのに必要な素材量を削減できるので、高価な純ニオブ素
材の材料費を削減できる（大略１０％程度）。
（４）円筒絞り成形品の口縁部における遅れ破壊を防止できる。
【実施例３】
【００７４】
　図８に、一例としてＨＯＭ　ｃｕｐの設計図面を示したように、超伝導加速空洞のエン
ドグループ部品の形状・寸法精度については、加速器の性能を考慮し、厳しい要求がなさ
れている。そのため、本発明の融合プレス加工法によって得られた成形体は、さらに、形
状凍結性と寸法精度を向上するため、リストライク加工を施すことが必要となる。
　図１５は、板厚２．８ｍｍの純ニオブ材で、Ｊ：１／１１．５とした異形のブランクを
、本発明の融合プレス加工法で絞り成形して得た平底円筒形状の成形体に、リストライク
加工を施した後、図示した円筒の高さ位置における各方位の内径を測定し、真円度（仕様
：０．２ｍｍ以内）および円筒度（仕様：０．１ｍｍ以内）を調べた結果を示したもので
ある。なお、上記真円度とは、同一高さ位置の各半径方向における直径差の１／２、また
、上記円筒度とは、同一半径方向の各高さ位置における直径差の１／２、と定義している
。因みに、各部位における板厚精度の仕様は２．５±０．５ｍｍ、内径精度は４２±０．
１ｍｍであり、いずれも十分に満足していることを確認している。
【００７５】
　図１５に示した合計１６点の真円度および円筒度の測定結果をみると、いずれも上記仕
様値を十分に満たしている。上記のような良好な形状・寸法精度が得られた理由は、本発
明のプレス加工によって得られた絞り成形体は、加工後の熱処理なしでも、相応の変形余
裕度を有しているからであると推察される。
【実施例４】
【００７６】
　次に、本発明の融合プレス加工法で、異形ブランクを平底円筒絞り成形し、リストライ
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て説明する。
　図８に示したＨＯＭ　ｃｕｐの設計図面に記された部品とするためには、上記絞り成形
とリストライク加工後の一次加工品に、いわゆる補足的な二次加工を施すことが必要であ
る。それによって、ＨＯＭ　ｃｕｐが、超伝導加速空洞の超伝導特性を機能的に発揮する
からである。具体的には、図１および図２に示したように、電子ビーム溶接ＥＢＷによっ
てＨＯＭ　ａｎｔｅｎｎａと一体化して、ＨＯＭ　ｃｏｕｐｌｅｒに組み立て、ポートパ
イプやビームパイプ等のエンド部品とともに空洞機能を発揮する。上記二次加工には、円
筒平底面の突起出し加工、偏芯穴あけやバーリング加工がある。
【００７７】
　図１６は、上記リストライク加工後のＨＯＭ　ｃｕｐ（一次加工品）の底面に、約１０
φ×６ｍｍ高さの突起出し加工を施した結果を示したものである。この突起部分は、従来
、機械切削するか、もしくは、押出し－機械切削－熱処理法や複数プレス加工－熱処理法
の場合には、別途機械切削して準備した突起品を電子ビーム溶接ＥＢＷで溶接すること等
で付与していた。
　しかし、本発明の一次加工品は、ＨＯＭ　ｃｕｐの底面に、肉寄せのための予備成形を
挟んで突起出しプレス加工することで、容易に突起出しを行うことができた。
【００７８】
　また、図１７（ａ）は、上記突起出し加工を施したＨＯＭ　ｃｕｐに、偏芯穴あけとバ
ーリング加工を施した結果を示す。上記バーリング加工は、図示した如く、円筒中心軸か
ら偏芯した位置に穴あけした後、高圧ポンプによるピストンの推力で偏芯バーリングを行
った。ただし、最終の仕上げ段差付けは、機械切削で行った。
　伸びフランジ性（バーリング加工の主体となる変形様式）には、絞り成形後においても
異方性が存在するので、穴位置が偏芯していることを考慮すると、この加工は容易とはい
えない。しかし、穴形状や穴周辺の側壁の肉厚を適正化し、バーリング加工温度を１００
℃程度に高めることで、図８に示した所定の要求を満たす寸法に加工することができた。
これも、本発明の融合プレス加工品の伸びフランジ性が、加工後の熱処理なしでも、従来
の加工品に比べて、変形余裕度を有しているからである。なお、図１７（ｂ）は、上記機
械切削加工後に、カラーチェックで、バーリングによる微小亀裂の発生有無を検査した結
果を示したもので、亀裂発生がないことが確認された。
　以上の結果から、本発明の融合プレス法を用いることにより、熱処理等、特別な処理を
必要とすることなく、ＨＯＭ　ｃｕｐのほぼ全ての製造工程を、プレス加工で行うことが
可能であることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明の技術は、難加工材の深絞り成形性に優れているので、例えば、深絞り成形後に
、口縁部と底部をトリミングして所要長さのシームレスパイプを製造する方法等としても
用いることができる。
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【００５８】
　なお、本発明における上述した融合プレス加工法においては、潤滑剤として、－５０～
＋３００℃間における動粘度の温度変化が±１０％以内の水溶性固形被膜型潤滑剤を用い
ることが好ましい（第５発明）。ここで、温度範囲を－５０～＋３００℃の範囲とした理
由は、本発明の融合プレス加工法においては、上記温度範囲で金型温度を制御するからで
ある。上記水溶性乾燥固体被膜潤滑剤としては、例えば、特許文献２に開示の潤滑剤は、
４０℃における動粘度が１．８３ｍｍ２／ｓｅｃで、室温～８００℃近傍まで、上記動粘
度が殆ど変化しないので、好ましく用いることができる。なお、テフロン（登録商標）等
の有機化合物薄体も広い温度範囲で良好な潤滑性能を示す潤滑物質であるが、価格面とハ
ンドリング面に難がある。
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